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地方創生推進プロジェクトチームの設置 

地 方 創 生 へ の 取 り 組 み  
 【 地 方 創 生 に 向 け た 態 勢 整 備 の 状 況 】  

■ 地方公共団体の「地方創生」の取り組みに、ごうぎんグループとして積極的に参画し、支援していくために「地方創生推進プロジェク
トチーム」を設置しました。  

地方創生推進プロジェクトチーム統括責任者（地域振興部担当執行役員） 

地方創生推進プロジェクトチーム推進責任者（地方創生担当部長） 

営業統括部 

商品企画   
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＜商品・サービス企画＞ 

地域振興部 

リレバン    
サポート室 

海外進出   
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＜地元企業への事業支援＞ 

地域振興   
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経営企画部 

企画グループ 
関連会社   
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＜広報・関連会社調整＞ 

              営業店                 
＜地公体情報収集、情報提供、戦略策定委員会参画＞       

山陰経済経営研究所           
＜情報提供、施策提案、戦略策定支援＞       

＜事務局＞ 

  ・地公体本部窓口 

  ・支援企画統括 

  ・外部連携統括 

各地方公共団体 

連携（協働・支援） 
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地方創生の推進 

地 方 創 生 へ の 取 り 組 み  
 【 地 方 版 総 合 戦 略 策 定 へ の 参 画 状 況 】  

地方版総合戦略策定への積極的な参画 

当行では、引き続き産学官等の提携先と協力しながら、地元での新産業の創出や農林水産業の振興ならびに事業支援による地元産業
の競争力強化などに取り組み、地域経済の活性化を通じて地方創生に貢献していきます。 

当行では、従来より地公体取引部店長と本部担当者が山陰両県の全市町村を訪問し、官民連携による地域開発や産業振興等の提案
を行うなど、地方創生にかかる取組を継続して実施してまいりました。 

今後も、当行グループをあげて、各自治体の委員会や戦略会議等に積極的に参加していきます。 

■支援対象地公体（島根県・鳥取県合計） 

２県、３８市町村 

うち当行が指定金融機関を務めている地公体     
２県、２５市町村 

鳥取県 島根県 

■地域経済や企業実態等に関する分析・調査への協力                      １県、４市町村（６件） 

■地方版総合戦略、総合計画策定等における推進組織等への参画                                 ２県、３５市町村 

■個別相談等への対応（随時）                                   ２県、３８市町村（全て） 

山陰合同銀行グループの参画状況（平成27年9月末現在） 

■地方創生推進プロジェクトチームにおいて、情報収集活動および      
地方公共団体との関係強化等を把握・管理 

■総合戦略策定に資する各種セミナー開催 

■戦略策定推進委員としての参画（戦略策定支援） 

■個別事案等に対する提言 

■地方創生につながる商品の開発・改定 

具
体
的
な
取
り
組
み 
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地方創生セミナーの開催 

地 方 創 生 へ の 取 り 組 み  
 【 地 方 創 生 セ ミ ナ ー の 開 催 】  

経営者保証に依存しない融資への取り組み 

■「地方創生」にかかる「地方版総合戦略」の策定を支援する取り組みとして、「地方創生セミナー」を開催しました。 

セミナーを通し、人口減少・地域経済の縮小といった諸課題に対し、当地で何が必要なのか、   
何をすべきなのかといった地方創生への道筋を考察する機会を提供しています。 

当行グループでは、金融機関として有する知見・ノウハウを最大限発揮するとともに、外部専門家 
との連携により、山陰創生・持続可能な地域づくりに貢献していきます。 

出雲会場 倉吉会場 益田会場 大田会場 

開催日 平成27年5月12日 平成27年5月19日 平成27年6月2日 平成27年6月3日 

対象者 

①地方版総合戦略策定に関わる各自治体職員 
 
②産官学金労言で地方版総合戦略の策定支援  
 に関与するまたは関心のある企業及び団体の 
 関係者 

ごうぎん経営者クラブ会員 
（左記①②対象） 

主催 
山陰合同銀行 
山陰経済経営研究所 

ごうぎん経営者クラブ 
山陰合同銀行 

大田会場 

出雲会場 

倉吉会場 



当行 

鳥取県造林公社 

日南町 

兵庫県養父市 

【県外】 

鳥取県内でコーディネーター制度が波及 

鳥取県 

コーディネーター 

契約 

鳥取県外にもコーディネーター制度が波及 

※Ｊ-ＶＥＲ販売支援に

向け、鳥取県の制度・
取組を紹介・提案し、
制度創設へ。 

4 

Ｊ－クレジット普及促進への取り組み 

地 方 創 生 へ の 取 り 組 み  
 【 地 域 の 環 境 保 全 活 動 の 普 及 支 援 】  

■ 当行では、Ｊ－クレジットの活用による取引先の企業価値向上につながる取り組みを提案しています。  

■ 全国でも珍しい鳥取県独自の「Ｊ-クレジット地域コーディネーター制度」の創設に携わり、Ｊ-クレジットの普及促進を支援しています。 

取組事例：地域の環境保全活動の普及支援 

Ｊ-クレジット（旧Ｊ-ＶＥＲ）の取組先進県である鳥取県と連携し、Ｊ-クレジット普及促進のプラットホームを構築。 

鳥取県内事業者等のカーボン・オフセットを推進することを目的に、
カーボン・オフセットに取り組む鳥取県内事業者等と県有林のＪ‐ク
レジットのマッチングを行う「コーディネーター」を認定する制度 

鳥取県森林Ｊ－クレジット地域コーディネーター制度 

■ 成功報酬型のコーディネーター制度としているため、普及促進にかかる活動に継続性が生まれている。 

   ※当行がコーディネーターとして仲介した「Ｊ-クレジット（含むＪ-ＶＥＲ）販売量」：1,645t-CO2（平成27年9月末現在） 

■ 森林Ｊ－クレジット地域コーディネーター制度は鳥取県から県外にも広がる面的な取り組みへと発展している。 

取り組みによる効果 
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地域内消費活性化を目指した取り組み 

地 方 創 生 へ の 取 り 組 み  
 【 お 客 様 の 利 便 性 向 上 へ の 取 り 組 み 】  

■ 取引先の販促支援と地域内消費の活性化を実現し、地域に愛されるＮｏ．１ カードとなることを目指しています。 

   ※ 当行が発行するＩＣキャッシュカード一体型クレジットカード「ごうぎんＤｕｏカード」の会員数は平成２７年９月末現在で約２５万人です。 

お取引先の販売促進支援 

地域に密着したオリジナルキャンペーンを企画し、Ｄｕｏカードを中心
に地域の消費が活性化する仕組みの構築を目指しています。 

山陰合同銀行 カード会員 
加盟店 

（当行お取引先） 

☆☆オリジナルキャンペーン☆☆ 

島観連許諾第1411号 

Ｄｕｏカードビジネスのインフラを活用し、少額決済に適した山陰地
域限定の電子マネー「ごうぎんデュプリ」を取り扱っています。 

◎当行に普通預金口座をお持ちの16才以上の方が対象 

◎窓口で即時発行。当行ATM、携帯電話からチャージ 

◎加盟店：１４８社 ３７８店舗（平成28年1月末現在） 

会員が買い物することで
加盟店の売上増加 

当行からカード会員宛にキャンペーン
告知することで加盟店を宣伝 

地域マネーの循環 山陰限定の電子マネー事業 


